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総務グループ
１　税務事務の指導

府税事務所長・自動車税事務所長会議等を開催し、税務運営に関する事項の指導を行った。

２　歳出予算の配当及び執行

　　府税事務所及び自動車税事務所に対する歳出予算の配当を行うとともに、予算の適正かつ効率的な執行に努めた。











３ 「債権回収・整理計画」の策定と公表

税外滞納債権の計画的、総合的処理を推進するため、「大阪府債権の回収及び整理に関する条例」に基づき債権回収・整理計画の策定、公表を行った。

・「平成３０年度 債権回収・整理計画 目標達成状況」（令和元年８月 公表）
・「令和元年度 債権回収・整理計画 」（令和元年８月 公表）
・「令和元年度 債権回収・整理計画 進捗状況」（令和２年１月 公表）
４ 「債権回収・整理に関する研修会」の開催
　　債権管理担当者の専門的な知識の習得や意識の向上のため弁護士（当グループ債権特別回収・整理アドバイザー）及び当グループ職員による研修を実施した。

（１）基礎及び事例研修

・９回 開催〔令和元年５月～令和元年１２月〕
　　・受講者：約３３名／回　　※９回で、のべ３０１名受講
５  整理処理の取組支援







大阪府債権の回収及び整理に関する条例に基づき、消滅時効の期間が経過した私債権の整理処理を促進するため、債権整理を行う債権所管課を支援した。

（別表１　令和元年度 債権回収・整理計画調　　　１４頁）
税務企画グループ
１　府税収入の見積り
　過去の実績、景気動向等の資料に基づいて府税収入を見積り､別表のとおり令和元年度の予算に計上した。
（別表２　令和元年度府税収入予算額調　　　１５頁）
２　大阪府税条例等の改正

　令和２年（３月31日）大阪府条例第51号
　　（１）　大阪府税条例の一部改正

ア　法人府民税法人税割及び法人事業税の超過課税の適用期間を３年間延長した。
〔施行期日：公布の日（令和２年３月31日）〕

イ　令和２年度税制改正に伴う改正
　　（ア）個人の府民税
　　　　　　①　土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例等の適用期間を３年間延長した。
〔施行期日：令和２年４月１日〕
　　　　　　②　寡婦（夫）控除について、未婚のひとり親に当該控除を適用する改正を行った。
〔施行期日：令和３年１月１日〕

（イ）法人の府民税及び事業税
　①　令和２年４月１日以後に開始する事業年度より、電気供給業のうち、発電事業及び小売電気事業に係る法人事業税について、課税方式を見直した。

〔施行期日：令和２年４月１日〕
　②　令和４年４月１日以後に開始する事業年度からの連結納税制度の見直しに伴い、法人の府民税及び事業税に関する規定整備を行った。
〔施行期日：令和４年４月１日〕

（ウ）不動産取得税
新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日を住宅新築の日から１年を経過した日に緩和する特例措置の適用期間を２年間延長した。
〔施行期日：令和２年４月１日〕

（エ）府たばこ税
　　　　①　府たばこ税の課税免除の適用除外の対象に、課税免除事由に該当することを証する書面を保存している場合を追加した。
　　　　　〔施行期日：令和２年４月１日〕

　　　　　　②　軽量な葉巻たばこ（１本当たりの重量が１グラム未満）１本を紙巻たばこ１本に換算する課税方式とする改正を行った。
〔施行期日：令和２年10月１日、令和３年10月１日〕
（オ）ゴルフ場利用税
特別徴収義務者に対する国民体育大会のゴルフ競技の公式練習又は国際競技大会のゴルフ競技若しくはその公式練習の選手であることの証明書の発行者等の記載義務を設けた。
　　　　　　〔施行期日：令和２年４月１日〕
　　　　
　（２）大阪府障害者の雇用の促進及び職業の安定に係る法人の事業税の税率等の特例に関する条例の一部改正
ア　府税条例の改正に伴い、法人府民税法人税割及び法人事業税の超過課税の適用期間を３年間延長した。
〔施行期日：公布の日（令和２年３月31日）〕

イ　令和２年度税制改正による発電事業及び小売電気事業に係る法人事業税の課税方式の見直しに伴い、特定特例子会社等の税率を改正した。
〔施行期日：令和２年４月１日〕

ウ　令和２年度税制改正による連結納税制度の見直しに伴い、規定整備を行った。

〔施行期日：令和４年４月１日〕

　　（３）大阪府成長産業特別集積区域における成長産業の集積の促進及び国際競争力の強化に係る成長産業事業計画の認定並びに法人の府民税及び事業税並びに不動産取得税の課税の特例に関する条例の一部改正
　　　　　令和２年度税制改正による連結納税制度の見直しに伴い、規定整備を行った。
〔施行期日：令和４年４月１日〕
３　大阪府税規則の改正

（１）　令和元年（５月７日）大阪府規則第１号
　　身体障害者等に係る自動車取得税・自動車税減免申請書の様式について、規定整備を行った。
〔施行期日：公布の日（令和元年５月７日）〕
（２）　令和元年（９月27日）大阪府規則第38号
ア　軽自動車税の環境性能割に関する事務を大阪自動車税事務所長に委任した。
イ　地方税法の改正に伴い、自動車税の環境性能割及び種別割に関する手続等について定めた。

ウ　地方法人特別税等に関する暫定措置法の廃止及び特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に関する法律の制定に伴い、特別法人事業税に関する手続等について定めた。

　　　　〔施行期日：令和元年10月１日〕
（３）　令和２年（３月31日）大阪府規則第67号

ア　地方税法の改正により、特例適用住宅の用に供する土地の取得等に係る不動産取得税の特例措置の適用期限が２年間延長されることに伴い、不動産取得税の減額申告書等の様式を改めた。
イ　ゴルフ場利用税の非課税の申告手続について、国際競技大会に参加する選手であることの証明書を提出等させることとした。
〔施行期日：令和２年４月１日〕
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４　地方消費税徴収取扱費の交付

　　国に法定委任している地方消費税の徴収に対する徴収取扱費として、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	国税庁
	978,233,567 円

	大阪税関
	  656,862,117 円

	計
	1,635,095,684 円


根拠法令

○　地方税法第72条の113及び同施行令第35条の17

○　地方税法附則第９条の14及び同施行令附則第６条の11
５　府内市町村への交付金の交付

(1)　利子割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	557,069,000　円

	堺市
	167,027,000　円

	その他の市町村
	1,097,286,000　円

	計
	1,821,382,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の26
(2)　配当割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	2,578,214,000　円

	堺市
	771,684,000　円

	その他の市町村
	5,062,730,000　円

	計
	8,412,628,000　円


根拠法令 
○　地方税法第71条の47
(3)　株式等譲渡所得割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	1,492,092,000　円

	堺市
	445,179,000　円

	その他の市町村
	2,913,272,000　円

	計
	4,850,543,000　円


根拠法令

○　地方税法第71条の67
(4)　地方消費税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	56,371,568,000　円

	堺市
	13,735,233,000　円

	その他の市町村
	85,959,394,000　円

	計
	156,066,195,000　円


根拠法令

○　地方税法第72条の115
(5)　ゴルフ場利用税交付金

　ゴルフ場所在の市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	堺市
	133,655,564　円

	その他の市町村
	811,165,981  円

	計
	944,821,545　円


根拠法令

○　地方税法第103条
(6)　自動車取得税交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	1,754,279,021  円

	堺市
	570,902,152　円

	その他の市町村
	2,532,127,800　円

	計
	4,857,308,973  円


根拠法令
○　（改正前）地方税法第143条　及び
地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改　　　　　
正する法律（平成29年法律第2
号）附則第11条の規定によりなお従前の例による　　
こととされる同法による改正
前の地方税法第143条
(7)　自動車税環境性能割交付金

　府内市町村に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	657,727,548  円

	堺市
	214,996,128　円

	その他の市町村
	788,188,000　円

	計
	1,660,911,676  円


根拠法令

     ○　地方税法第177条の6
(8)　軽油引取税交付金
　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	11,748,668,052　円

	堺市
	6,237,474,674　円

	計
	17,986,142,726　円


根拠法令
　○　地方税法第144条の60
　(9)　分離課税所得割交付金
　　　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。

	交付先
	交付額

	大阪市
	474,351,000　円

	堺市
	132,097,000　円

	計
	606,448,000　円


　　　根拠法令
　　　○　地方税法附則第７条の４
 (10)　旧法による軽油引取税交付金

　大阪市及び堺市に対して、法律の定めるところにより算出した額を交付した。
	交付先
	交付額

	大阪市
	7,851,057　円

	堺市
	4,168,197　円

	計
	12,019,254　円


根拠法令　

○　地方税法等の一部を改正する法律（平成21年法律第９号）附則第６条第２項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の地方税法第700条の49
６　地方消費税の調定

　　国税資金支払命令官（財務省大臣官房会計課長）から地方消費税の払込について通知を
受け、調定を行った。

（別表３　令和元年度 地方消費税払込額（決定額）調　　　   １７頁）

７　譲与税の調定

　　 総務大臣から下記の譲与税についての通知を受け､調定を行った。

（別表４　　令和元年度 地方法人特別譲与税譲与税額調　　　 １７頁）
（別表５　　令和元年度 地方揮発油譲与税譲与税額調　　　　 １８頁）

（別表６　　令和元年度 石油ガス譲与税譲与税額調　　   　　１８頁）

（別表７　　令和元年度 地方道路譲与税譲与税額調　　 　　　１９頁）

（別表８　　令和元年度 航空機燃料譲与税譲与税額調　   　　１９頁）
（別表９　　令和元年度 森林環境譲与税譲与税額調　　   　　２０頁）
（別表１０　令和元年度 自動車重量譲与税譲与税額調　   　　２０頁）
８　市町村たばこ税府交付金の調定

　　　法律で定める基準を超えるたばこ税収のある市町村から、市町村たばこ税府交付金の交付を受け、調定を行った。

	交付元
	交付額

	泉佐野市
	184,578,000　円

	
	

	田尻町
	36,764,000　円

	太子町
	14,306,000　円

	計
	235,648,000　円


根拠法令

○　地方税法第485条の13

９　税務訴訟

　　令和元年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況は、別表のとおりである。

　　（別表１１　令和元年度に係属した税務訴訟の件数及びその処理状況調　　２１頁）
　　　

根拠法令

○　行政事件訴訟法

○　民事訴訟法

○　地方税法第19条の11から第19条の14まで

１０　不服申立ての処理

　　令和元年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況は、別表のとおりである。

　　（別表１２　令和元年度に係属した不服申立ての件数及びその処理状況調　　２２頁）
　　　

根拠法令

○　行政不服審査法

○　地方税法第19条から第19条の10まで

１１　税務重点目標等の策定

　　令和元年度における「税務重点目標」と個別取組計画等として、「税収確保推進計画」、「人材育成計画」及び「広報実施計画」を定め、所期の目的を達成するよう税務局内及び府税事務所等に対して周知した。
１２　税務広報

府民の府税に対する理解を深め、納税意識を高めていくため、府税のホームページ「府税あらかると」等を通じて、府税に関する知識の普及や申告・納税の呼びかけ等の各種税務広報を実施した。

また、11月には税を考える週間に合わせて、大阪府租税教育推進連絡協議会や大阪市と合同で府税等に関する啓発イベントを実施した。

	実施日
	実施場所
	実施内容
（税務広報）
	連携機関

	令和元年
11月
2日、3日
、4日


	咲洲庁舎
（咲洲こどもEXPOへの出展）

	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布　
・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会
・大阪市財政局税務部

	令和元年
11月17日

	イオンモールりんくう泉南
	・税に関するクイズの実施及び景品として啓発グッズの配布

・税に関するパネル・ポスターの掲示　等
	・大阪府租税教育推進連絡協議会


人事グループ
１　配　置　換

　　税務職員の異動を次のとおり実施した｡

　　　人事異動　　　平成31年４月１日外　　421名
　　　（別表１３　令和元年度税務職員配置換状況調　 　　２３頁）

２　昇　　　任

	職階
	部長級
	次長級
	課長級
	課長補佐級
	主査級

	税内昇任
	　０人
	１人
	３人
	７人
	１８人

	転出昇任
	０人
	０人
	０人
	０人
	　１１人

	転入昇任
	１人
	０人
	０人
	２人
	０人


３　退　　　職

　　令和元年度税務職員退職状況
	年　　　　月
	人　　　　数

	令和元年　６月
	２人

	令和元年　７月
	１人

	令和元年　８ 月
	１人

	令和元年　12月
	２人

	令和２年　３月
	３人

	特退及び定退

（令和２年３月）
	31人

	計

	40人

	
	



	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	

	

	
	


４　税務職員職名別配置状況調

　　令和２年３月31日現在の税務職員の配置状況は別表のとおりである。
　　　　（別表１４　税務職員職名別配置状況調　　　２４頁）

５　優秀税務職員等表彰

　　通常の職務の範囲を超えて職務を遂行し顕著な業績等を上げた税務職員等に対し、次のとおり優秀税務職員等表彰を実施した｡

　
	区分
	定期表彰
	随時表彰

	表　彰　日
	令和元年12月19日
	

	受賞者数

（個人）
	0名
	該当なし

	受賞者数

（団体）
	１団体（８名）
	該当なし


６　税務職員の研修

　　税務職員の資質の向上を図るため、職員研修を実施した｡

　　実施状況は別表のとおりである。

　　　　（別表１５　令和元年度税務職員研修実施状況調　　　２５頁）

システムグループ
１　税務情報システムの開発及び運用
税務事務を効率的に運営するため、税務情報システムの安定運用に努めた。
令和元年度に行ったシステム開発及び改修の主なものは、次のとおりである。

　・地方法人特別税の廃止及び特別法人事業税の創設に伴う対応
　・自動車取得税の廃止と自動車税種別割及び環境性能割の創設に伴う対応
２　プログラム本数（令和2年3月末時点）
	サブシステム名
	プログラム本数

	運用
	761

	共通あて名
	390

	府民税三割
	97

	法人二税
	658

	個人事業税
	385

	不動産取得税
	368

	府たばこ税
	9

	ゴルフ場利用税
	9

	軽油引取税
	198

	自動車税種別割
	634

	管理収納
	870

	納税
	984

	宿泊税
	103

	自動車税環境性能割
	68

	軽自動車税環境性能割
	56

	合計
	5,590










	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


























